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金 利
①新ＬＰＲ（最優遇貸出金利）１年物
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③国債流通利回り10年物

年利、％

2022/2 ①3.70％ ②2.37％ ③2.85％（月末値）
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①6.34元/ドル
②18.2円/元（月中平均値）
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実質ＧＤＰ

①前期比増減率（左目盛）

②前年比増減率（右目盛）

前期比％、季調済 増減率、％

2021/10-12 ①+1.6％ ②+4.0％
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OECD景気先行指数

①指数（左目盛） ②対６か月前比（右目盛）
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長期平均=100

2022/1 ①99.0 ②-1.5％
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新築住宅価格

①北京 ②上海 ③深セン ④重慶

前年比、％

2022/1 ①+5.5％ ②+4.2％ ③+3.5％ ④+8.3％

注:新築住宅価格は低所得者向け住宅を除くもの。

主要70都市の新築住宅
平均価格は2022年１月に
前月比-0.04％

グラフで見る中国経済 2022 年３月号（Ｎｏ．１５４） 

中国の景気は改善が足踏みしている。ＯＥＣＤ景気先行指数は、２０２１年９月に長期平均線（１００）を割り、そ

の後も下落を続けている。２０２２年１月の主要７０都市の新築住宅平均価格は前月比-０．０４％（２１年１２月は

同-０．２８％）とわずかながら５か月連続で下落した。習体制は不動産投機取引の引き締め強化策を一段落させ

たものの、住宅市場は落ち込みが続いている。また、２月の製造業ＰＭＩは５０．２（前月は５０．１）と依然中立水準

（５０）の近辺で伸び悩んでいる。内訳を見ると、新規受注が増加したものの、生産の増勢が弱まった。 

【足元の景気判断】 

指標 景気全般      輸出     固定資産投資   小売売上高    鉱工業生産    製造業ＰＭＩ  

判断

結果 

 

（注）矢印は概ね３か月前との比較。青の矢印は改善を、赤の矢印は悪化を、白の矢印は横ばいを表している。 

（出所）中国人民銀行、中国国家統計局、ブルームバーグ 

本レポートの目的は情報の提供であり、何らかの行動を勧誘するものではありません。本レポートに記載されている情報は、浜銀総合研究所・調査部が信頼できると考え

る情報源に基づいたものですが、その正確性、完全性を保証するものではありません。ご利用に関してはお客様ご自身で判断くださいますようお願いいたします。本レポ

ートは情報提供のみを目的として浜銀総合研究所・調査部が作成したものであり、横浜銀行との何らかの取引を勧誘するものではありません。 

（2022.3.10）
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鉱工業生産前年比、％

2021/12 前年比+4.3

注：各年２月は１～２月の累計値、データのない月は線形補間した。
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製造業ＰＭＩ
季調済
中立水準=50

2022/2 50.2

注:中国国家統計局発表。
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固定資産投資前年比、％

2021/12 前年比-2.8％

注：中国国家統計局資料より月ベースの数値を試算した。
各年２月は１～２月の累計値、データのない月は線形補間した。

2021/7-9 前年比-2.3％

2021/10-12 前年比-7.8％

-50

0

50

100

150

-50

0

50

100

150

2016年 2017 2018 2019 2020 2021 2022

貿易収支
①貿易収支（左目盛） ②輸出（右目盛） ③輸入（右目盛）

10億ドル 前年比、％

2021/12 ①944.6億ドル ②+20.9％ ③+19.5％

注：20年以降の２月は１～２月の累計値、データのない月は線形補間した。
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小売売上高前年比、％

2021/12 前年比+1.7％

注：各年２月は１～２月の累計値、データのない月は線形補間した。

2021/7-9 前年比+5.2％

2021/10-12 前年比+3.5％
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新車販売台数(乗用車)百万台

2022/1 219万台（前年比+6.7％、前月は同+2.0％）

12か月後方移動平均
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前年比、％

2022/1 ①-1.9％ ②+9.8％
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消費者物価指数

①総合 ②食品価格 ③非食品価格

前年比、％

2022/1 ①+0.9％ ②-3.8％ ③+2.0％

グラフで見る中国経済 2022 年３月号 

（出所）中国国家統計局、中国海関総署、中国商務部、中国汽車工業協会、中国物流購買連合会、中国人民銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 

本レポートの目的は情報の提供であり、何らかの行動を勧誘するものではありません。本レポートに記載されている情報は、浜銀総合研究所・調査部が信頼できると考え

る情報源に基づいたものですが、その正確性、完全性を保証するものではありません。ご利用に関してはお客様ご自身で判断くださいますようお願いいたします。本レポ

ートは情報提供のみを目的として浜銀総合研究所・調査部が作成したものであり、横浜銀行との何らかの取引を勧誘するものではありません。 


